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基本的ニーズ戦略の意義と展望（III）
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V　基本的ニーズ戦略か新国際経済秩序か
　前節までのところで，基本的ニーズ戦略の内容と形成過程をみてきたが，
1970年代の南北間の中心的な争点は，基本的ニーズ戦略ではなく，「新国際経
済秩序（NIEO）」の樹立にあった。基本的ニーズ戦略は，いわば，　NIEOの
後景に退いていたと言ってよい。それ故，本節では，NIEOと基本的ニーズ
戦略とが如何なる関係に立つか，という点を検討しよう。はじめにNIEOの
提起された背景とその特徴を指摘して，基本的ニーズ戦略との認識上の差異
を明らかにし，次に途上国諸国が基本的ニーズ戦略に対して如何なる態度表
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明をとってきたかを，歴史的に展開し，最後にNIEOと基本的ニーズ戦略と
が如何なる関係に立つべきかについて，私見を述べたい。
A　新国際経済秩序（NIEO）
　新国際経済秩序（NIEO）は，1974年春の第6回国連特別総会（資源特別
総会）における「新国際経済秩序に関する宣言，および行動計画」の採択と，
同じ74年秋の第29回国連総会にお・ける「国家間の経済権利義務憲章」の採択
を契機として，発展途上国の間に急激に昂揚してきた，新しい運動の波であ
　　（1）
つた。
　前節において，アメリカの対外援助法の改正による「新路線」の採択と、t
世銀のマクナマラ総裁のナイロビ演説が，ともに1973年であったことを述べ
たが，このように，NIEOの提唱と基本的ニーズ戦略の形成とが，ほぼ同時
期に進められていったことに，注意を払いたい。
　通常，NIEOに対する絶対的影響力として，1973年秋の第4次中東戦争を
契機とするOPEC諸国の石油資源掌握が挙げられる。もちろん，その重要
性は否定しうべくもないが，しかし，N工EOの背景は，もっとずっと広範囲
に汎る。
　第1に，第1回UNCTAD（1964年）以来継承されてきた，先進国と途上
国の間の論争がある。UNCTADは，貿易，開発金融援助など個別問題を
めぐる交渉の場であると同時に，現行の国際秩序をめぐる評価の論争の場で
もあった。途上国側が自ら遭遇している開発上の困難の原因を，現行の国際
秩序（GATT・IMF）の欠陥に求めたのに対し，先進国側は，個々の点で修
1）NIEOに関しては：，」．　N，　Bhagwati　ed．　The　New　International　Economic　Or－
der〔62〕，山岡喜久男編『新国際経済秩序の基礎研究』〔63〕，外務省情報文化局編
集『南北問題関係資料集』などを参照。
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正の必要性は認めたものの，国際秩序そのものについては，肯定的な認識を
示した。また，途上国側が国際間の「分配の公正」という原理を提出したの
に対して，先進国側は，市場機構に信頼をおく「効率性の原理」の重：要性を
主張して譲らなかった。
　第1回から第3回までのUNCTADにおいて，途上国諸国は，個々の交渉
においては幾分かの成果を勝ち取ったとはいうものの，回が進むにつれて，
全体としてUNCTADから新たな展望を切り拓くことが難しくなっていった。
その理由は，この時代の途上国諸国が，あるべき国際秩序へのビジョンを欠
いていたからである。しかし，ビジョンの欠如は，現行の国際秩序が依然と
して強固にみえたことからもくるのであって，そのことをもって一概に途上
国を責めることは出来ない。
　第2に，田節で指摘した途上国内部の矛盾がある。至上の命題とされてい
た「工業化にもとつく経済成長型発展」が，同時に国内の経済構造に分解を
もたらし，貧困な階層をかえって増加させる結果になった。また，60年代に
独立を達成した新しい国々の困難，つまり「後発途上国問題」も無視できな
くなってくる。これは途上国側の内部分裂を意味した。
　第3に，注目されるべきことは，「第2次国連開発の10年」が採択された直
後の，1970年代の初期にお』いて，途上国諸国が，既にこの「10年」計画の結
果を危惧していたことである。1973年9月にアルジェで開かれた，第4回非
同盟諸国首脳会議の「経済宣言」の中では，「国際開発戦略の評価」が，次の
ように述べられている。
　「第2次〔国連〕開発の10年」によって設定された諸目的が達成される
かどうかは疑問であるが，たとえ達成されたとしても発展途上諸国の一人
当り国民総所得の増加は，工業諸国が！200ドルであるのに対して，85ドル
にすぎない。
　これらすべてのことからみて，1980年以降の時期の展望は，まさに悲観
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　　　　　　　　　　（2）的とならざるをえない。
　非同盟諸国会議は，UNCTADその他における途上国の集団（例えばG77）
と必ずしも完全に一致するわけではないが，その構成国の多くは発展途上国
であり，上記の宣言の中に途上国側の不満が表明されているとみてよい。
　途上国諸国は石油危機の生じる以前にすでに「第2次開発の10年」計画を
超えるものを求めていたことが，これでわかる。
　そして第4に，1971年8月の国際通貨危機（いわゆる「ニクソンショック」）
と，1973年秋のOPEC諸国による石油資源掌握という，既存の国際秩序が
崩壊する事態が，相次いで発生した。これが，長い間途上国にとって破れな
いとみられていた現行秩序の壁を突き破る契機となり，新しい国際秩序への
衝動をよび起した。なぜならば，既存の体制の危機こそが，それに代る新し
い体制の構築への第一条件だからである。その意味で，石油資源をめぐる主
権の交代がNIEOに与えた心理的な影響力は大きかった。
　最後に，NIEOが石油危機に触発された，一時的な宣言・憲章の採択に終
らなかった背景として，自然資源（化石燃料，海洋資源など）の枯渇と，自
然環境の破壊（先進国における公害，アフリカの砂漠化の進行など），および
人口爆発にともなう食糧危機など，全世界的な問題が同時に進行していたこ
　　　　　　　　　　（3）とを忘れてはならない。
　こう℃た一連のグローバルな問題は，70年代の中葉に，次々と国連の場で
とりあげられるに至ったが，このような世界的な規模での問題意識・危機感
に支えられていたからこそ，NIEOも，現実性をもっていたのである。
2）岡倉古志郎・土生長穂編上『非同盟運動基本文闘犬』〔64〕，123ページ。本書を御
教示下さった岡山大学法学部の依田隆一助教授に感謝したい。
3）こうした，”1970年中葉の，いわゆる「一つの世界問題one－world　problemJに
ついては，西川潤『南北問題』〔35〕，第4章「“一つの世界”問題の出現Jを参照。
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　ところで，1974年置国連で採択された，NIEOの2大テキスト，「新国際経
済秩序に関する宣言」と「国家間の経済権利義務憲章」の内容・特徴は何で
あろうか。それは，基本的ニーズ戦略にお』ける現状認識で，どのように相違
しているであろうか。
　「宣言」は20項目の原則を掲げ，「憲章」は“経済的権利・義務”として28
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）の条文を掲げているが，その主旨はほぼ同様であり，以下のように整理できる。
　第1は，諸国家の国家主権，天然資源に対する恒久主権の尊重であり，そ
れには，
　（a）経済社会体制の自由な選択権
　（b）天然資源に対する恒久主権
　（c）外国投資の監視と，国内法による国有化の権利
などが含まれる。
　第2は，世界経済への各国の平等な参加，であり，
　（a）国際社会への平等な参加，決定権
　（b）貿易上の無差別原則と，世界貿易における公平なシェアの実現
　（c）反植民地主義，反アパルトヘイト
などが含まれる。
　第3は，途上国の経済発展を促進する，国際貿易，国際通貨制度の改革で
あり，
　（a）国際商品協定の締結
　（b）1次産品価格のインデクセイションの導入
　（C＞一般特恵の拡大
　（d）SDRと開発資金とのリンク
などが含まれる。
4）　「新国際経済秩序に関する宣言」と「国家間の経済権利義務憲章Jのテキストは，
上記の外務省情報文化局編集『南北問題関係資料集』に収録されている。
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　第4は，途」二国への援助の拡大であり，
　（a）開発途上国の工業化の加速
　（b）途上国への資金援助
　（c）科学技術移転の推進
　などが含まれる。
　最後に第5として，途上国間の集団的自立化が挙げられ，これには，
　（a）途上国間の貿易・金融・技術面の協力，
　（b）生産国同盟（カルテル〉の結成
などが含まれる。
　以上にみられるNIEOの基本理念は，一言でいえば，発展途上国に対する
平等な地位の確立，公平な所得の分配にある。そのための手段が，天然資源
の恒久主権の尊重：として表現されたり，貿易・国際通貨体制の改革として表
現されたり，資金援助・技術移転の拡大として表現されたりしているにすぎ
ない。しかも，途上国の地位の向上，所得分配を，市場機構を幾分無視した，
直接・間接の制度改革によって実現しようと意図しているところに，NIEOの
特徴がある。
　従って，NIEOは，70年代前半における，つまり既存の国際秩序が半ば崩
壊し，かつ，世界的な規模で経済活動と自然環境との潮面が表面化した段階
にお』ける，UNCTAD路線の継承だと解釈することができる。先進国側が譲
らなかった「市場機構に依拠する効率性原則」という壁に突き当っていた途
上国諸国が，新しい状況のもとで展開す‘ 驍ｱとのできたテーゼである，とい
ってもよい。
　然るに，NIEOの特徴は，効率性原則に代る公平原則の強調だけにとどま
らない。上記の「宣言」「憲章」の各項目を一瞥すれば明らかなとおり，ここ
には，途上国の国内社会の矛盾を直視し，改革策を求めるどいう視点が見当
らない。途上国諸国の経済的困難を，もっぱら対外的に解決しようとする意
図が明白である。つまり，先に基本的ニーズ戦略において，問題の核心とさ
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れた途上国の失業，半失業の拡大と絶対的貧困層の増大という現象は，NIEO
においては，ほとんど明示化されていないのである。
　けれども，途上国内部の低所得層，貧困階層の問題が，NIEOにおいてま
ったく無視されているかというと，そうではない。NIEOにお』いても，それ
なりに位置づけられている。それは，こういうことである。NIEOにおいて
は，UNCTADにおける途上国の主張の延長線上に，途上国の発展の決め手と
して工業化政策を設定しているのであり，より急速な工業化：より高い経済
成長こそが，国内の低所得層，貧困階層の所得の向上につながる，と考える
のである。そのためにも，国際経済秩序の改革と，先進国から途上国への一
層の援助が求められるのである。その意味では，NIEOの開発戦略は，60年
代の工業化＝経済成長ゐ国内各階層への二三戦略であり，基本的ニーズ戦略
と大きく異なっている。しかも途上国諸国の急速な経済成長率の達成が，一
方で国際的な所得格差を解消し，他方で国内の貧困の解消をももたらすと考
えられているところに，この主張の特罎がある。
　このようにみてくれば，いまや，NIEOと基本的ニーズ戦略との共通点と
相違とは，きわめて明白である。共通点としては，
　（1）両者がともに1970年代の前半に提起され，70年代の後半にかけて展開き
れていったこと，
　（2）両者がともに，！960年代の途上国の工業化＝経済成長主義の矛盾の克服
策として提起されたこと，
　（3）さらに，両者ともに，市場機構による効率主義に代って，分配の公正を
主眼としていること，
がある。しかし，両者の共通点はここまでであり，以下のような著しい対比
も明らかである。
　（4＞60年代の途上国発展の困難性を，NIEOが既成の国際秩序がもつ欠陥に
求めるのに対して，基本的ニーズ戦略は，途上国の国内の政治経済構造に求
め，
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　（5）70年代の途上国の発展の契機を，NIEOが国際秩序の改革＝国際間の分
配の是正に求めるのに対して，基本的ニーズ戦略は，途上国内の低所得層を
ターゲットとした，基本的ニーズの充足＝生産性と所得の向上に求める。
　（6）途上国間の格差に関しては，NIEOがほとんど問題としていないのに対
して，基本的ニーズ戦略では，最貧途上国の向上を重視し，むしろ途上国相
互間の既存のヒエラルキーを崩そうとし，
　（7撮後に，NIEOが工業化政策を不変の前提としているのに対して，基本
的ニーズ戦略は，工業化路線の限界を指摘し，むしろ農業振興，農村開発，
都市の非公式セクターの発展を重視する。
　ひとしく経済成長型発展の限界を認識し，不平等の是正を主眼とするにも
拘らず，NIEOと基本的ニーズ戦略の認識は，大きくかけ離れている。　NIEO
が国際間の不平等の是正を要求し，国内に関しては従来の政策を踏襲しよう
とするのに対して，基本的ニーズ戦略は，国際関係にはほとんど言及するこ
となく，途上国の国内政策の転換を鋭く主張するという点で。
B　途上国による基本的ニーズ戦略批判
　現在，途上国政府は，公式の席において，基本的ニーズ戦略を激しく批判
している。これは，途上国政府が推進しているNIEOと基本的ニーズ戦略と
の，上述の相違からみても，十分理解しうるものである。
　しかし，途上国側が最初から基本的ニーズ戦略に対して，現在のように批
判的であったかというと，実はそうではない。少なくとも最初は，途上国政
府も国内の構造的改革に熱意を示したし，また，1976年のILO主催の「世
界雇用会議」の決定も支持していた。途上国政府が基本的ニーズ戦略に批判
的になったのは，ここ2，3年のことに過ぎない。
　以下では，この経緯：と，態度変化の原因とをみておきたい。
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　途上国政府の間で「基本的ニーズ」の充足，あるいは基本的ニーズ戦略が
公式のテーマとなったのがいつかは，明らかでない。恐らく，西川潤氏の指
摘されるように，1973年9月の第4回非同盟諸国首脳会議（於アルジェ）あ
　　　　　　　　　　　　　　（5｝たりが，最初であったであろう。
　この会議の議事録の中には，「経済宣言，1［1，国際開発戦略の評価」として，
既に引用した（72ページ）一節に続けて，次のタうに述べられている。
　各国が必要とする特別の国内の構造的変化を準備し，しかもすべての基
幹部門の成長をふくむような正しい発展概念のみが，われわれの考えてい
る進歩の目標の達成を可能にしうることは明臼である。この過程は，社会
的な性格をもったもう一つの過程とは切り離しえない。それは，雇用を高
水準に引き．hること，所得の分配，保健，栄養，住宅，教育等のすべての
　　　　　　　　　　　　　　（6）問題の解決をふくむものである。
　ここには「基本的ニーズ」という用語こそ使われていないが，内容は，わ
れわれが既に第ll節でみた「世界雇用会議」における定式とほとんど変らな
い。また，「国内の構造的変化」という言葉も印象的である。
　国連の場で「基本的ニーズ」がとりあげられ，しかも基本的ニーズの充足
がNIEOの確立によって達成されると考えた，注目すべき一例は，1974年の
ココヨクの会議である。
　この会議は，国連環境計画（UNEP）とUNCTADの共催で，資源の利用
方法，環境，発展戦略をめぐるシンポジウムとして開かれたものであるが，
1974年10月に，この宣言を採択している。
　宣言は「開発の目的」を次のように述べている。
5）西川潤『南北問題』〔35〕，198ページ。以下の叙述は西川氏の一ヒ記文献に負ってい
る。
6）岡倉・土生編訳『非同盟運動基本文眠目』〔64〕，124ページ。
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　われわれの第1の関心は，開発の目的全体を定義し直すことである。開
発とは入間を発展させることであって，物（things）を発展させることで
はない。人類には基本的ニーズ（basic　needs）一食糧，住居，衣類，健
康，教育がある。……われわれの現状では，開発のもっとも重要な関心は，
〔世界〕人口の40％にも及ぶ，各社会のも．つとも貧しい人々に対して，基
本的ニーズを充足させる水準である。経済成長の第1の目標は，こうした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）グループの状況を改善するようなものでなければならない。
　また，後段においては，「行動の指針」として，NIEOが基本的ニーズの充
足を実現するものであることを，次のように指摘している。
　われわれは，全世界のもっとも貧しい人々の基本的ニーズを充足させる
計画を，できるだけ早く練りあげ，スタートさせることに努力と資源を費
すように，政治家，政府，国際機関および学会に要求する。……
　われわれは，上記の課題が，新しい，より協調的で公平な国際経済秩序
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）の確立によって，一層容易になると考える。
　このように，1973～74年の段階では，途上国の側も国内の改革に熱意を示
し，しかも，基本的ニーズの充足とNIEOとを補完的に捉えていたことがう
かがえる。
　この思潮は，そののち，1976年のILOの「世界雇用会議」ののちまで継承
される。「世界雇用会議」は‘‘Tripartite　Worユd　Conference　on　Employ－
ment，　lncome　Distribution　and　Social　Progress　and　the　lnternationa1
7）　Cocoyoc　Dec］aration　in　Unitar　Document　Seruice，　vol　2，p．　502．
8）　Cocoyoc　Declaration，　op，　cit，　p．　504
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Division　of　Labor”，という表題の示すとおり，先進資本主義国，社会主義
国，発展途上国の三者間の世界会議だったのであり，従って，ここで採択さ
れた「原則宣言」が，その後の途上国政府の会議において支持されたとして
も，何ら不思議ではない。
　「世界雇用会議」（！976年6月）の直後の8月目開かれた，第5回非同盟諸
国首脳会議では，「経済宣言」の中で，基本的ニーズに関することは，まった
く触れられていない。しかし，「経済協力のための行動計画」の中の「N，雇
用および人的資源の開発」の項には，「基本的要求」として，似下のように
「世界雇用会議」の決議に対する支持が掲げられている。
　1．世界雇用会議の決定と勧告，および同会議で発展途土諸国が提出し
た提案を実行するため，共同の措置をとること。
　2．前述の会議の宣言と行動計画の中で検討された，とくに巨視的経済
政策，雇用・賃金政策，農村・土地政策，教育政策，人口政策，婦人，青
年，老人の組織された集団への参加と福祉の充実に関する政策などをふく
む，基本的ニーズに関する戦略の遂行上の，比較可能な経験にかんする情
報の交換。
　3．農村と都市の伝統的部門と非公式部門に，生産的雇用を，短期かつ
急速に，しかし持続的かつ適切に促進するための，発展途上諸国相互間の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9．）協力，また国連諸機関とくに国際労働機構（ILO）との協力。
　しかし，このユ976～77年というのは，ひとつの転機であり，翌1977年4月
の非同盟諸国調整ビューロー閣僚会議の「最終コミュニケ」では，「世界雇用
会議」への評価は，微妙に変化している。すなわち，同コミュニケの「非同
9）岡倉・土生編訳，前掲書，271ページ。
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盟諸国と他の発展途上諸国との経済協力」の項には，「N，雇用と人的資源の
開発」として，
　135．この部門の調整国は，他の関係ある非同盟諸国および他の発展途上
諸国とともに，この分野での国際労働機構（ILO）その他の諸機関の活
動を監視し，また世界雇用会議や第5回非同盟諸国首脳会議の諸決定，諸
勧告，諸決議の実行に，これらの機関の支持と助力を得るための具体的方
　　　　　　　　　　（1　0）
法を探求すべきである。
　ここでは，世界雇用会議の決議そのものは評価するが，その実施主体であ
るILOに対しては批判的な態度を表明している。「基本的ニーズ」という用
語も使われていない。途上国諸国が「基本的ニーズ戦略」から距離をおき始
めたことが伺われる。
　そして，この年1977年の10月に，OECDの開発援助委員会（DAC）加盟
国政府が，一致して基本的ニーズ戦略を支持するに至ったことは，既に（第
W節Dで）述べたとおりである。然るに，これとほとんど時を同じくして，途
上国諸国は，逆に，「基本的ニーズ戦略」への批判を鮮明にしていく。
　すなわち，1978年5月の非同盟諸国調整ビューロー閣僚会議の「最終コミ
ュニケ」では，「新国際経済秩序との関連における『第3次開発の10年』のた
めの国際開発戦略」の項があり，その中で，非同盟諸国がNIEOを確立し，
NIEOをとおして途上国の開発を促進するように，第3次国連開発の10年を
具体化しなければならないとし，一方，基本的ニーズ戦略については，
　世界的な「基本的ニーズ」というアプローチのような，開発のための国
際協力への選択的アプローチによって世界的な優先順位を与えようとする，
10＞岡倉・土生組帯，前掲書，306ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　（11｝いかなる試みも避けなければならない。
として，これを退けている。
　また，上記の閣僚会議をうけて，1978年7月にベオグラードで開催された，
非同盟諸国外相会議も，同様に，
　外相たちは，発展途上諸国における貧困の緩和と最貧困層の福祉が，そ
れら諸国の国家開発計画・戦略の基本目標であると認めた。外相たちは，
この目標の達成に資するために，外部環境の再編成が不可欠である．との見
解を表明した。先進諸国と国際金融機関は，発展途上諸国の計画や優先順
位に従って，それら諸国の表明するニーズに，積極的にこたえるべきであ
る。
　外相たちは，国際的レベルにおける「基本的ニーズ」への対処というや
り方が，不可避に発展途上諸国への世界的優先順位の押しつけを意味する
ものとなり，したがって，それら諸国の国内資源配分を歪めるだけでなく，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）先進国への技術依存を永続化させることにもなるであろうとのべた。
として，「基本的ニーズ戦略」・を厳しく批判している。
　この批判は，翌1979年の途上国諸国の2つの大きな会議にも，引き継がれ
ていく。まず，、UNCTAD　Vに先立って，2月目開催された77ヵ国グループ
の「アルーシャ宣言」では，基本的ニーズ戦略は，あくまでもNIEOの枠内
に設定されるべきだとして，次のような指摘がなされている。
11）岡倉・土生編訳，前掲書，342ページ。
12）岡倉・土生編訳，前掲書，388ページ。
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　人間の基本的ニーズの充足，および大衆的貧困の撲滅は，経済的・社会
的発展において高い優先順位を与えられるべきではあるが，しかし，かか
る諸目標が，途上国の全面的かつ包括的な経済発展とNIEOの確立なくし
て達成しうるとする考え方は，誤謬であり容認しえないものである。途上
国諸国は，供給にたいする「基本的ニーズ」のアクセス，〔援助の必要性か
らの一部諸国の〕卒：業，〔援助対象国の〕選別，等々という先進国の新しい
概念，ノルム，原理の導入に対して，警戒しなければならない。こうした
考え方は，現在提案されているものであるが，実際は，途上国の発展の要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）件や鼓舞とは全面的に敵対するものである。
　また，同年9月にハバナで開催された「第6回非同盟諸国首脳会議」で採
択された「経済宣言」も，「新国際経済秩序確立のための交渉」の項で，上記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）の引用文とほぼ同一の指摘をおこなっている。
　然るに，途上国諸国がこのように厳しく「基本的ニーズ戦略」を批判し拒
否する本拠は何であろうか。上記の声明，宣言から部分的に推測されること
は，基本的ニーズ戦略が，途上国の自主的な開発計画を無視して作成された
開発の「世界的な優先順位llを途上国に実行するように押しつけ，そのため，
途上国としては，（1）国内の効率的な資源配分を歪め，（2洗進国への技術依存
を永続化させることになる，ということであろう。
　途上国側で作成された体系的な「基本的ニーズ批判」の文献が存在しない
以．ヒ（実は筆者の目に止まらない箇所にあるのかも知れないが・…一），直接的
にはこれ以上の推測はできない。
　ところが，OECDのDACの年報“Develop7nent　Cooρerαtion”1978
Reviewにおいては，　OECDの側で発展途上国の「基本的ニーズ戦略」批判
13）　UNCTAD　V．　Arusha　Programme　for　Co］lective　Self一一Reliance　and　Fram－
　ework　for　Negotiations，　UN／TD／236，　p．28，角括孤内は引用者の挿入
14）日本共産党中央委員会「世界政治資料」，1979年12月下旬号，12ページ。
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を取りあげ，逐一それに反論をしている箇所がある。ここから，逆に，途上
国側の批判論を聞くことができる。それによると，途上国諸国が「基本的ニ
ーズ戦略」に対して懐いている疑問と批判は，もっとずっと具体的かつ現実
　　　　（15）
的である。
　第1に，「基本的ニーズ戦略」は，途上国が真に望んでいるNIEOから眼を
そらすための対抗的提案ではないか，という疑問がある。
　第2に，「基本的ニーズ戦略」は，途上国が開発のために必要としている資
源の移転をかわすため，最貧国，最貧屑のみに援助の目標を絞るという，安
上りの対策（cheap　option）ではないか，という疑問がある。
　第3に，途上国の基本的ニーズにのみ注意を向けることは，途上国に経済
的低成長を押しつけることになり，．途上国がめざしている近代化・工業化の
主旨に反するのではないか。途上国が低成長に甘んじることになれば，先進
国と途上国の間のギャップは一層拡大してしまう。
　第4に，これと関連して「基本的ニーズ戦略」は，経済成長よりも即自的
な消費ニーズにのみ注目する福祉アプローチに過ぎないのではないか。
　さらに第5に，先に挙げたような，「基本的ニーズ戦略」は，途上国の独自
の開発計画を無視し，先進国や世銀が勝手に作成した開発の優先順位を途上
国の中にもちこむ，内政干渉ではないか，という批判が存在する。
　加えて，第6に，「基本的ニーズ戦略」において，最貧国にのみ援助が集中
することは，中進国・中所得国からみれば，「卒業」理論に象徴されるように
援助の削減ではないかという批判もある。
　こうしてみてくると，「基本的ニーズ戦略」が現状のままで，具体化されて
いくにつれて，途上国の側からする批判は，ますます厳しくなっていくよう
に思われる。ただ，既に第皿節と第IV節において，「基本的ニーズ戦略」の概
要を検討してきたわれわれにとっては，上記の途上国の批判は，必ずしも正
15）　OECD，　DAC，　Development　Co－operation，　19．78　Review　［30），　pp．　71－72．
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鵠を得ているとは思われない。
　問題は，NIEOと「基本的ニーズ戦略」の関係をどう位置づけるかにある。
次にそれを考えよう。
C　NIEOと基本的ニーズ戦略
　これまでみてきたとおり，基本的ニーズ戦略とNIEOとは，いずれも70年
代の中葉に，不平等の是正を目的として提起されながら，実際には，極めて
対称的な現状認識と開発戦略とを示している。しかも，遺憾ながら，両者の
問題提起のあり方は，正常な関係を逆転させたものになっている。
　基本的ニーズ戦略は，本来，途上国の低所得層に生産的雇用の機会を与え，
貧困を撲滅し，国内の構造的改革＝開発をめざしたものでありながら，現在
では，その提唱者は肝心の途上国諸国ではなく，アメリカ政府とかILO，世
銀，OECDといった，どちらかというとむしろ先進国側の国際機関である。
基本的ニーズ戦略の実践主体たるべき途上国政府はむしろ，基本的ニーズ戦
略を，NIEOに対する敵対，途上国国内政策への内政干渉として，これを激
しく批判している。
　一方，、NIEOは，本来国際秩序の改革をめざしたものであるから，現行の
国際秩序の主柱である先進諸国の積極的な努力と協力が不可欠である。にも
拘らず，現状では，NIEOに対する先進国側の協力は，北欧の少数の諸国を
除いて，冷淡であって，個別的な制度改革・譲歩をもって，包括的・体系的
なNIEOの構築におきかえようとしている。
　しかもNIEOは，国連総会において採択されたものであるから，建前とし
ては，NIEOの推進は大義である。国連やUNCTADの文書がNIEOの推
進を繰り返す理由も，そこにある。しかし，現実には，先進諸国や国際援助
機関の助力がなければ，いくら国連総会で決議をしても，NIEOは実現する
わけではない。ここにもひとつの矛盾がある。
　NIEOと基本的ニーズ戦略の関係については，大別して3つの見解がある。
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　第1は，NIEOが実現すれば途上国の国内問題も解決し，従って，基本的
ニーズの充足も解決するという見解。これは，G77や非同盟諸国の見解であ
る。．この見解には，途上国の開発計画は途上国政府によって，自主的に推進
したいという気持と，’ J発戦lll各の主流は依然として工業化であって，工業化
こそが経済成長を達成し，貧困を解消しうるとする認識とが背後にある。
　第2は，逆に基本的ニーズの充足と低所三層の雇用・所得拡大こそが，途
上国の経済成長を高め，ひいてはNIEOの実質化につながるとする見解。こ
れは，OECDや世銀にみられる議論であって，必ずしも体系的に整理された
形ではないが，しばしば提起される議論である。
　第3に，NIEOと基本的ニーズ戦略を目的意識的に両立させようとする見
解がある。これは，途上国が国内改革を推進して，基本的ニーズ戦略を実践
する一方，先進国側は，UNCTADその他の場で，途上国の発展にもっと積
極的に協力する姿勢を示し，NIEOを構築すべしという議論である。例えば，
ティンバーゲン編の『国際秩序の再編成』〔36〕は，第E部において，「新国際
秩序の構築一計画的変革過程の開始と誘導」として，いわゆる’NIOの構
築方法を展開しているが，その方法というのは，途上国の国内政策としては，
従来の先進国追従型の経済成長政策を放棄して，基本的ニーズの充足を中心
とした自力更生・内発型の開発をあげ（第5章，開発の目的と対象領域一
公平な社会秩序をめざして），一方，国際関係に関しては，世界的な貧富の所
得格差を解消するために，先進国から途上国ヘー層大きな援助と協力がなさ
れなければならないとしている（第6章，世界の貧富の格差の是正）。前節に
示した，ココヨクの宣言なども，NIEOと基本的ニーズ戦略を両立させよう
とするものである。
　こうした3っの見解のうち，いずれが理想的であり，現実的であろうか。
恐らく，第3の見解が理想的であることは，言を埃たないであろう。NIEO
と基本的ニーズ戦略とが，先に記した意味で相互補完的であれば，途上国の
開発は，現状よりずっと明るい展望をもち得よう。しかし，現実の厳しい論
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争をみれば，この第3の見解が現実性をもつ余地は，むしろ少ないといわぎ
るを得ない。
　筆者は，80年代の現実の歴史過程が恐らく次のように進展するのではない
かと推測する。
　まず先進国のサイドでは，当面各国とも経済状況は70年代低成長の延長線
上にあるであろうから，ODAをGNPの1％にするとか，途上国製品の輸
入を急増させるとか，p〔業開発に占める途上国のシェア25％を実現すべく努
力するというような，NIEOの実現に熱心になることは出来ないであろう。
しかし，これまでのいきさつからみて，先進国諸国が，今後，基本的ニーズ
に関わる援助を促進する可能性は強い。援助のウエイトは，基本的ニーズの充
足（低所得層，低開発地域，低所得国）に向けられていこう。
　一方，途上国のサイドでは，現実に既に顕在化しつつある，新興工業国
（NICs）と低所得国（工業化に成功し得ない諸国）の格差が一層鮮明にな
っていくであろう。ブラジルやマレーシア，インドネシア等にみられる国内
の地域間格差も顕在化しよう。或はまた，階層聞の貧富の差が縮少しないま
ま人口の増加，とくに都市の人口爆発が鮮明になろう。こうした状況におい
て，途上国諸国が単に「NIEOの実現」を叫んでいるだけでは，問題は基本
的には解決しえない。
　従って途上国政府は，早晩，国内の貧困問題を積極的に解決するのか，市
場メカニズムに委ねておくのか，という選択を迫られよう。最貧途上国の困
難な状況を考慮すれば，途上国諸国が，基本的ニーズ戦略を重視したNIEO
の構築を真剣に考えなければならない時機は，案外早く来るかもしれない。
もちろん，「基本的ニーズ戦略」という手垢にまみれた用語は，その心用いら
れないであろうが，そのことは，議論の本質的な部分ではない。
　また，先進国（援助供与）側が，基本的ニーズ戦略に従った援助を拡大す
ることが明らかである以上，途上国政府としては，このことを国内の開発計
画にビルト・インして計画を立てることも可能である。計画のイニシアティ
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ブが途上国政府にある限り，基本的ニーズ援助をとりいれた開発計画は，決
してその国の経済成長を引下げるものではないであろう。
　従って，筆者は，現実には，途上国政府の開発計画の軌道修正によって，
基本的ニーズ戦略が重視されていくであろうと考える。ただ，次節で述べる
ような，基本的ニーズ戦略の遂行上の問題点を克服しうるという前提をおい
たうえではあるが……。
VI戦略実施上の問題点
　最後に，基本的ニーズ戦略の展望という意味を含めて，この戦略の実施に
際して予想される3っの障害・問題点にふれておきたい。それは，（1）方法上
の難点と，（2＞実施のコストと，（3）戦略遂行の主体の問題である。
A　方法上の難点
　基本的ニーズ戦略をめぐる論争においてしばしば看過されているにも拘ら
ず，本質的に重要な問題は，この戦略が内包している方法上の問題である。
これには，幾つかの側面がある。
　もっとも重要な難点は，この戦略が依然として理論点基礎を獲得していな
いことにある。例えば「輸入代替工業化戦略」の場合には，工業品対農産物
の交易条件の（農産物への）悪化という歴史的認識があり，従って，高い輸
入関税障壁を立てでも未成熟な国内工業を保護育成し，それによって，国内
経済の農工問バランスの回復と工業の確立による交易条件の改善，国内所得
の増加，雇用機会の創出という，理論的基礎を保有していた。たとえ開発の
現実が理論どおりに進展しなかったにしても，その開発計画には理論的支柱
が存在したのである。
　しかし，基本的ニーズ戦略の場合には，事情は異なっている。例えば「絶
対的貧困層」に基本的ニーズを充足する機会を与え，同時に彼らに生産的雇
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用の機会を創出したとして，それがその国のどのような形態の発展を実現し
うるのかは，ほとんど明らかでない。農村の開発によって農業生産が急速に
進展し，農産物輸出国となるのであろうか，それとも，農業生産の成長は都
市の工業的発展に対する安価な食糧を供給するためのものであって，経済発
展の主軸は，依然として工業化なのであろうか。もし工業化であるとすれば，
それは如何なる工業化を想定しているのであろうか。第1次産品の加工輸出
であろうか，・軽工業であろうか，或はもっと進んだ技術を吸収しうる工業で
あろうか。そのような経済発展のビジョンが，この基本的ニーズ戦略の提唱
者の側から積極的に与えられないのである。
　この点，NIEOの方が，従来の工業化路線をそのまま踏襲しているにすぎ
ないとはいえ，鮮明な経済発展のビジョンを保有しているというべきである。
　方法上の第2の問題点は，基本的ニーズの充足を第一義的とする開発投資
は，恐らく短期的には少なくとも，従来の投資に比較して投資収益率が低い
であろうということである。例えば，従来の開発プロジェクトの典型である，
大規模ダム，幹線道路，都市の大病院，航空施設，高等教育機関，などと，
基本的ニーズ戦略を象徴するような，農村内面概水路，最低限快適な住居，
村の集会場，基礎教育のための設備，裸足の医者，老人に仕事を与えるため
の雇用機会の創出などと比較すれば，このことは明確になろう。
　基本的ニーズ戦略で想定されている投資プロジェクトは，多数で，小規模
で，各地域・分野に分散し，、地味で，息の長い，短期問にはほとんど収益の
現われないような性質のものが多い。そのような投資を最低20年継続するこ
とによって，「絶対的貧困層」が現状より多少は減少する見通しがある，とい
うのが，この戦略の真の意図であろう。このことを充分認識しておかないと，
「基本的ニーズ戦略」に対する不当な幻滅感を味わなければならないであろ
う。
　筆者は世銀の開発融資が基本的ニーズの重視に傾斜してきたことを喜ぶも
のである。恐らく世銀のスタッフは，この新しいタイプの融資対象が低収益
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率のものであることを，充分認識していると思う。
　第3の方法上の問題として，基本的ニーズ戦略のグローバリズム（包括性）
の問題がある。つまり，基本的ニーズ戦略による開発計画は，部門に関して
であれ，地域に関してであれ，部分的にのみ遂行される場合には，期待され
た成果を挙げられないであろう．，という問題である。2つの例を挙げよう。
　インドの著名な経済学者，T．　N．スリニバサン〔70〕は，部門別の基本的
ニーズの充足目標の限界について，次のように批判している。
　保健と衛生と水供給と栄養計画の問に重要な補完関係があることは，既
に指摘した。安全な水の供給と伝染病の予防がなければ，人々の栄養状態
を改善しようとする努力は，費用がかかるだけで効果はないであろう。ま
た，十分な栄養がゆきわたらなければ，病気に対する抵抗力が弱く，保健
医療計画の費用は高くつくであろう。もし，各分野で少なくとも効果をあ
げようとすれば，こうした全分野で同時に，ある限度まで最少限の努力が
　　　　　　　　　06｝要求されるであろう！
　彼の主張するとおり，基礎的個人消費に関してであれ，基礎的公共サービ
スに関してであれ，基本的ニーズには相互補完性があり，ひとつの基本的ニー
ズの欠落は，他のニーズの充足のコストを過大に高める危険があろう。
　しかし，このことは，部門別の充足目標に限定されるわけではない。地域
的な基本的ニーズ戦略の設定に関しても同様の問題がある。
　アメリカの女流ジャーナリスト，スーザン・ジョーージは，最近の著書『なぜ
世界の半分が飢えるのか』の中で，かつての世銀スタッフg）1人の書いた資
料を使って，世銀が現在推進している農村開発の新型プロジェクトについて，
16）　T，　N．　Srinivasan，　Development，　Poverty，　and　Basic　Human　Needs：Some
　Issues　［70］，　p．　22．
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次のように指摘している。
　しかし，プロジェクト全体に共通した点がいくつかある。そのひとつは，
プロジェクトが実施されるのは一定地域に限られるということである。そ
うした地域に「部分的」「統合的」「機能的」とさまざまに1呼ばれる方法が
もちこまれる。……この戦術は，貧乏の大海の中に突如として開発の孤島
をつくりだすことになる。世銀側は，こうした孤島づくりが成功だったと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17｝わかれば，他にも波及するだろうと考えている。……
　彼女の指摘を埃つまでもなく，現在の乏しい開発資金，開発援助資金では，
すべての絶対的貧困層に生産的雇用の場と基本的ニーズの充足を提供するこ
とはできない。戦略は，いきおい，地域的にも選択的とならざるを得ない。
しかし，覚りにある農村が戦略のパイロット地域として選ばれて，重点的な
投資対象になったとしよう。一その場合，何らかの人為的な強制力のある規制
が加えられない限り，“市場メカニズム”に従って，周辺の町村の人々がこの
パイロット地域に流入し，短期間のうちに基本的ニーズ戦略の計画の基礎を
侵食してしまうであろう。パイロット地域の成功が他地域に波及する以前に，
パイロット地域自身が崩壊してしまう危険がある。
　逆にもし強力な規制が作用したとすると，今度は，パイロット地域が，か
つての植民地時代の飛び地（enclave）のように，他地域から孤立した孤島
になってしまう可能性もある。
　実は，現在の途上国の大都市は，丁度，工業化戦略にもとつくこのパイロ
ット地域であるように思われる。一方で，大都市に集中的に開発投資がおこ
なわれ，社会資本が蓄積しているために，周辺の農村地域から人口が流入し，
17）S．George，　How　the　other　hα　lf　dies？pp，255～256，小南・谷口訳『なぜ
　界の半分が飢えるのか』〔72〕，287ページ。
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都市機能を蚕食しつつある。しかも同時に，都市内の社会資本，高所得が都
市外へ流出しないために，都市は依然としてその国の飛び地であって，他の
（農村）地域とは隔絶されている，というように。
　このような部門別，・地域別の部分性から生じる基本的ニーズ戦略の挫折を
防ぐ唯一の方法は，全国的な戦略を確立すること以外にない。すなわち，全
国的な関発計画に従った基本的ニーズ戦略の確立こそが，この戦略の成功の
鍵である。ただし，それのみで，基本的ニーズ戦略の成功が保証されるわけ
ではないことは，のちに本節Cで述べるとおりであるが……。
B　戦略実施のコスト
　仮りに上記の方法論上の問題が解決されたとして，その場合に，基本的ニ
ーズ戦略を実施するための費用がどの程度と推定されるか，という問題に移
ろう。
　この実施費用の推定は，実は，対象とされるべき「絶対的貧困層」の範囲
の確定，「基本的ニーズ」の概念の定義と不可分に結びついている。「絶対的
貧困層」と「基本的ニーズ」の範囲を広く定義すればするほど，実施費用も
増加してしまうことは明らかである。
　この実施費用の推定は，これまで，筆者の知る限りでは，同じぐ世銀スタ
ッフであった，ウル・バク〔51〕と，ストリーテン〔24〕によって，試みら
れてきた。ここではストリーテンの推定を紹介する。
　ストリーテン〔24〕は，1969年価格での1人当り所得75ドル以下の層を「絶
対的貧困層」と規定し，この層が1975年現在7億5，000万人存在すると推定す
る。一方，1975年にその国の1入当り所得が200ドル以下である「最貧困国」
の人口は12億人と推定される。
　この最貧困国人口12億人に対して，「基本的ニーズの中核（core）」ともみ
なされる，食糧，水，住居の欠乏者はどの程度存在するであろうか。ストリ
ーテンはこれを，第10表に示すとおり，食糧で6億人から8億人，水で8億
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人，住居で5億人と推定している。もちろん，2つ以上の基本的ニーズが重
複して欠乏している人口も多いであろう。ただし，ここでは，何をもって欠
乏と考えるのか「欠乏」の定義が明示されていないため，彼の推定に曖昧さ
が残っていることは否めない。
第10表　中核的基本的ニーズ欠乏者の推定　（1977年）
最貧国人ロ　　ニーズ欠乏者．　構成比
（百万人）　　　（百万人〉　　　（％）
食糧（a）カロリー 600　　　　　50 うち350は15歳以下1200
（b）蛋白質 800　　　　　67? （都市300農村900）　，。。　67
うち100は都市，700は農村
住　　　　　　居 500以上　　　42以上うち150は都市，375以上は農村
注1．最貧国とは「一人当り所得が200ドル以下の国J　　t
　2，1969年価格で所得が75ドル以下である「絶対的貧困層」は，1975年現在，7億5，000万人
　　　と推定．
出典，P，　Streeten　and　S．　J．　Burki〔24〕，　p，417．
第ll表　1980～2000年の世界的規模での基本的ニーズ計画の必要費用推定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1975年価格，10億ドル単位）
20年間
?
額
総額 全途上国 低所得国のみ
? ? 糧 28．4 L　　1．4 1．1
上下水道 75．8 3．8 2．0
本 住 居 197．5 9．9 （6．6）
? 保 健 25．1～29．0 1．26～1，45 0，84～0．96
教 育 50．6 2．5 （1．7）
用． 小
?
377．4～381．3 18．9－19．1 12．2～12，4
経 常　支
?
28～40 11～12
合
?
46．9～59．1 23．2～24，4
注1．　（〉内の数字は，全途上国の年額の2／3という仮定に依存している．
　2．原文9．6を修正して，0．96とした．
出典．　P．Streeten　and　S．　J．　Burki，　op．　cit．　p，418．
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　次に，第11表は，こうした基本的ニーズの欠乏を充足するために，1980年
から2000年にかけて，今後20年間に必要とされる投資費用（1975年価格）の
推定である。
　表の上段は資本費用（capital　cost）のみを表示し，下段は経常支出（recu－
rrent　expenditure）を示している。上段の資本費用だけをとってみても，20
年間に総額4，000億ドルが必要とされている。年額でみると200億ドルであり，
うち低所得国が！20億ドルである。これに経常支出が追加要求される。その額
は年額300一一400億ドル，うち低所得国は110～120億ドルである。従って，資
本費用と経常支出の合計は，全途上国について年額500～600億ドル，低所得
国のみに限定しても230～240億ドルが必要である。
　彼は，低所得国の投資費用を，上記以外のものを含めて300～400億ドル
と推定してお・り，これは低所得国の平均的GNPの！2－16％，国内粗投資の
80～105％，政府財源の85～110％に相当すると指摘している。つまり低所得
国の場合には，国内粗投資のほとんどすべてが基本的ニーズ計画のための投
資資金として当てられなければならないことになる。
第12表　DAC加盟国から途上国および国際機関への政府開発援助（ODA）純額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支出額，百万ドル単位）
?
1967～69 1970 1975 1976 1977 1978
支出額 6，465 6βG7 13，587 13，665 14，69618204　　，
出典．oEcp，　DAc，　Developmeut　coope鴨tion，1979・
　第！2表は，DAC加盟国のODA純支出額の推移である。！975年の17ヵ国
合計支出は136億ドルであり，！978年でも（ll寺門）182億ドルに過ぎない。
　基本的ニーズ戦略の遂行に必要な投資費用の大きさが，ここからもうかが
える。ただし，これだけの投資費用で，途上国国民の基本的ニーズがどの程
度充足されるのか，絶対的貧困層がどの程度滅少するのか，彼らの分析では
明示されていない。その点に問題は残る。
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C　戦略遂行の主体
　最後に基本的ニーズ戦略の遂行の主体をどこに求めるか，という問題を分
析しよう。戦略遂行の主体の面からみる時，基本的ニーズ戦略は，援助とし
ての戦略と，開発計画としての戦略とに区別して考えられる。
　第1に，現状における基本的ニーズ戦略は，明らかに「援助としての基本
的ニーズ戦略」である。戦略の提唱者，推進者は，DAC加盟国や世銀であ
って，途上国政府ではない。前節で述べたとおり，途上国政府は基本的ニー
ズ戦略にむしろ批判的である。DACも世銀も，基本的ニーズ戦略の主体は
あくまでも途上国政府であって，援助供与側ではないと言明している。にも
拘らず，NIEOと基本的ニーズ戦略との間に，現在のような不運な認識のず
れが存在する限り，基本的ニーズ戦略は，援助の戦略に終始せざるを得ない
であろう。
　しかし，「援助としての基本的ニーズ戦略」には，看過しえない矛盾がある。
　もし援助供与側が基本的ニーズ戦略の実施における途上国政府の自主性・
主体性をあくまでも尊重し，制約条件の少ない譲許的な援助を継続すること
に終始し，他方，途上国政府の側では，従来の工業化路線を踏襲するとすれ
ば，援助供与側が基本的ニーズの充足，絶対的貧困層の生産的雇用，所得の
向上を意図しておこなった援助が一少なくとも援助供与側の眼からすれ
ば一一基本的ニーズ戦略に沿って運用されていず，むしろ彼らが望ましくな
いと考えている開発戦略に沿って運用されることになろう。その結果，途上
国の事態は一層深刻になり，援助供与側は援助額を一層増加せざるを得なく
なり，しかも結果はさらに失望的なものになろう。
　このような「悪循環」を断つ唯一の方法は，援助額が途上国の絶対的貧困
層の手に届いているか，彼らの雇用機会の拡大と，基本的ニーズの充足に貢
献しているかを厳しくチェックすること，つまり世銀融資におけるインプリ
メンテイション・チェックを，他の2国間援助などにおいても実行すること
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である。
　しかし，このインプリメンテイション・チェックに対しては，まずその実
施のための人的・物的費用が相当必要となるというコスト面の障害があり，
加えて，途上国の自主的開発政策への介入が伴うという政治的な問題が発生
する。先に述べた「基本的ニーズ戦略の遂行は途上国自身の責任で」という
主旨に反してしまうことになる。
　現状は，まさしくこの矛盾の中にある。第］V節でアメリカの新しい援助政
策を分析した際に紹介した3つの方向，友好国中心，課題中心，最貧国中心
をめぐって生じたディレンマと類似の問題がここにも存在するのである。
　そこで，第2に，回りに途上国政府が自国の開発計画の中に積極的に基本
的ニーズ戦略の主旨を取りいれ，「開発計画としての基本的ニーズ戦略」が実
現したとしよう。
　その場合には，戦略の推進主体の問題は生じないであろうか。確かに国際
的な矛盾はもはや生じないであろう。しかし，国内的にみれば，依然として
問題は存在しよう。なぜならば，基本的ニーズ戦略は，単に失業対策事業や
福祉政策ではなく，貧困層に雇用と生産性上昇の機会を与え，所得を増加さ
せ，生活水準を向上させる積極的な開発政策である限り，単に中央から地方
に，上から下に政策を流すだけではなく，各地域（都市の非公式セクター，
農村の零細農，土地なし労働者）の間に，しっかりした政策の担い手を発見
しなければならないからである。しかも，こうした階層は基本的ニーズ戦略
にもとつく開発政策に積極的に参加し，貢献していけば，必然的にその地域
の所得分配，政治的ヒエラルキーを変え，地域レベルでの社会的構造変動を
「下からfrom　below」起さざるを得ないのである。
　もちろん，こうした社会的構造に対しては，既成の上層階層（工業三層，
農村の大土地所有者，都市中三層など）から批判と攻撃が生じよう。基本的
ニーズ戦略が所得分配の是正や土地制度の改革を明示的に掲げているとすれ
ば，なお』さらそうであろう。
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　筆者は，基本的ニーズ戦略の帰趨を決するものは，都市と農村でこの社会
的構造変動が発生するか否かであろうと考えている。この構造変動が，いか
なる形態のリーダーによって領導されるものであれ，貧困階層に有利に展開
された場合のみ，基本的ニーズ戦略は，その意図を実現しうるであろう。
あとがき
　1980年代に入って，国際的な紛争が続発し，過去の経済変数のトレンドを
将来に投影するだけでは，将来事象の予測をなし得ない時代に入っている。
その中で，ほぼ確実に言えることは，（1）化石資源（特に石油）の枯渇の深刻化
と価格の恒常的な上昇が，非産油諸国に与える打撃と，（2）途上国人口の急速
な増加（2000年までに約20億人の増）がもたらす，途上国と全世界へのイン
パクトである。
　途上国諸国は既に，石油輸出諸国，新興工業諸国（NICs），それ以外の諸
国に3つに分裂しており，最後のグループには，最貧途上国，低所得国，
LLDC，　MSACなどと呼ばれる，30を越す諸国，12・一一・13億を越す人々が含ま
れている。これらの人々にとって，今世紀の最後の20年間と次の世紀は決し
て明るいものではない。
　基本的ニーズ戦略は，経済発展をその基底において，すなわち人間の貧困
と最低生活水準の引上げという点において捉えたところに意義があったσ我
々はまだ，世界全体の一員としてみれば，決して豊かでもなく，繁栄もして
いない。そのことを，戦後35年以上へて，長い援助の歴史と開発政策論争を
続けた挙旬に，気がついたわけである。
　筆者は途上国の将来を決して悲観的に観るものではない。現在の科学技術
の水準と，生産力を有効に配分すれば，たとえ60億の人口でさえ，相応の
（decent）生活水準を享受することが出来る。問題は，途上国の8億を上回
わる絶対的貧困層が，その国の，そして世界の経済発展の積極的な主体とな
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りうる制度的枠組みをつくることである。基本的ニーズは外から，上から与
えられるものであってはならない。必要とする者が自ら獲得しうる社会を構
成することが重要であり，それが可能か否かに，基本的ニーズ戦略の展望も
依存していよう。基本的ニーズ戦略の展望に，我々「先進国」の人間も無関
係ではあり得ない。
　R・マクナマラが世銀総裁としての最後の総会における演説を終るに当っ
て述べたといわれている一節を引用して，本稿を閉じたい。
　これら数え切れない貧しい人々が必要とし望んでいることは，私たちの
一人一人が必要とし望んでいることである。彼らは，自分たちの幸せな暮
しと，その子供たちのよりよき未来と，不正の終焉と，そして希望の始ま
りを願っている。私たちは，彼らの顔も知らない，名前も知らない，そし
て彼らが何人いるのかも知らない。しかし彼らは存在している。そして彼
らのいのちは私たちによって触れられ，私たちのいのちは彼らによって触
　　　　　　　　（18）
れられている・・…・。
三論1．Mahbub　ul　HaqのPe　ve’t7　Curtainについて
　前稿「基本的ニーズ戦略の意義と展望（1）」の49ページにおいて，筆者は，
基本的ニーズという言華をいつ誰がいいだしたのか，明確でない，と述べた。
今秋（1980年10月）の国際経済学会の席上，筆者は一橋大学の小島清教授か
ら，Mahbub　ul　Haqあたりが最初の提唱者ではないか，彼のThe　Poverty
Curtαin〔51〕を読むようにとの御指摘を戴いた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ彼の『貧困のカーテン』の第2章「開発の新たな展望」の中で，M．ウル・
18）世界銀行プレスリリース，「1980年世銀総会のマクナマラ総裁演説」，1980年10月
　1日．
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バクは，彼が1971一一72年頃，開発をめぐる国際会議の席上，．従来の経済成長
至上主義的開発戦略の弊害を指摘し，貧困層のminimum　needsまたはbasic
minimum　needsを満足することに基礎をおいた，新しい戦略を提唱している
1ことを回顧している。アメリカの「対外援助法」の1973年改正，世銀のマク
ナマラ総裁のナイロビ演説がいずれも1973年であるから，M．ウル・バクの
この主張はそれより2年ほど前になる。
　M．ウル・バクは，ケ≧ブリッジとイエイルを卒業しぞ1957年以来故国パ
キスダンの経済開発計画に携ったのち，1970年に世銀に移った人物であるか
ら，彼のbasic　minimum　needsのアイディアは，1960年代の中央には形成
されていたのかもしれない。
　また，パキスタンの隣国インドにおいては，1962年に，インド計画委員会
の将来計画課（Perspective　Planning　Division，　PPD）が，インド統計局
（lndian　Statistical　Institute，　ISI）と協力して「1961年一一・76年の開発の展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛19）望1最低生活水準にたいする計画の意味」という報告書を発表している。ミ
ンハス〔69〕によれば，「この報告書は絶対的貧困の問題に注意を換起し，
一人当りの個人消費の最低限の然るべき水準をもとに，絶対的貧困の規模を
数量化している。報告書はまた，貧困ラインよりよい人口20％以外の全階層
　　　　．　．　．．　．　．．　．．．　．H．　．　u（20）を引き上げるために，1961・’一・76年の15年間に必要な産出と投資の構成と数量」
を示している。
　この報告書は発表当時注目されなかったが，1969年以降，インド国民会議
派がインド政治の絶対的支配を維持することが困難になり，政局が動揺する
とともに，各政党とも貧困階層の支持を必要とするようになり，再び，絶対
的貧困層の最低ニーズ（Minimum　Needs）の充足に関心が向けられていっ
たといわれている。
19）　T．　N．　Srinivasan　［70），B，　S．　Minhas　［69］
20）　B．　S．　Minhas　［69），p．　80．
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　同じ南アジアの経済開発担当者として，ウル・ハクがこうしたインドの動
向に無関心であった筈はなく，彼のアイデdアがインド政府あ開発計画（お
よび，もちろんパキスタンの実情）から影響を受けていることは，十分推測
しうるところである。
　M．7ル・ハクのこの著書は，第3世界の世銀スタッフという視点から書
かれており，NIEOを王道とみなしつつ，基本的ニーズ戦略もNIEOの一環
として位置づけるという，極めてユニークな著書である。それ故本書に対す
るより詳細なコメントを，他日改めておこないたい。
補論2．アメリカの「対外援助法（Foreign　Assistance　Act）」
　　　　1973年改正について
　前回「（1）」の50ページ以下において，アメリカの「対外援助法」1973年改
正の理念について述べた。その後，この時の改正の原文U．S．　Code，1973，
pp．781ff．および，藤井正夫氏の手になる『アメリカの対外援助関係法律』〔60〕
を読む機会を得た。そこで，上述の論旨に関係の深い部分を抜葦して，以下
に示す。訳文は藤井氏のものである。
　藤井氏によれば，．AID管轄下の経済援助は
　（1）機能別開発援助計画
　（2＞国際機関と同計画
　（3）在外アメリカ系学校，同病院
　（4）臨時資金
　く5）安全保障支持援助
　（6）国際麻薬統制
　（7）国際災害援助
　（8）中東特別必要基金
　（g）その他援助がある。
このうち，機能別開発援助計画（functional　development　aid　programme）
一　99　一
772
は，もともと相手国別計画を基礎にし，その対象も多岐に及んでいたが，1966
年からは食糧，栄養，人口・家族計画，保健，教育に重点がおかれるように
なり，1973年の改正では，
　（a＞援助を極貧国中心にし，しかも被援助国の国民に援助が直接到淫する
　　ようにすること，
　（b）援助の項目を，（1）借款，（2）増与，（3）技術協力という形態別分類
　　から，（1）食糧生産，（2）栄養，（3）人口計画と保1建，（4）教育と人的
　　資源開発，（5）特定の国と機関，（6）特定の開発問題という機能別分類
　　に改めること。
という，大きな変更がおこなわれた。　（藤井正夫，前掲書，9　一一10ページ）
　問題の法改正箇所は，以下のとおりである。
　（b＞議会はさらに，合衆国の経済援助によって，低開発国の経済発展の地
盤を作ることが進展したことを認め，宣言する。同時に過去において合衆国
外国援助計画を形成していた条件も変化した。合衆国は引続き，他国と協力
の増大，相互利益の関係を求めるべきであるが，我々と低開発国との関係は，
新しい現実を反映するように改めるべきである。これら諸国との関係の再編
成のため，大統領は，次の基準に適当な重点をお』くべきものとする。
　（1）二国問開発援助は，大規模な資本移転を避け，ますます米国の技術専
　　門家，農産物，工業品の参加によって重大な開発問題に答えるようにす
　　べきであり，大規模な資本移転をする場合は，他の工業国の拠出と結ん
　　で，多国間の枠内で行なうようにすべきである。
　（2）従来の合衆国二国間開発支持は，’開発途上国国民の大部分の生活に影
　　響する機能部門の重要問題，食糧生産，農村開発と栄養，人口計画と保
　　健，教育，行政，人的資源開発に重点をおくべきである。
　（3）開発への合衆国の協力は，最大限に可能な限り，教育機関，協同組合，
　　信用組合，ボランタリー機関など，すでに開発途上地域に関係のある機
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　関を含む民間部門を経由して実行すべきである。
（4）開発プランニングは，各主権国の責任であり，合衆国の援助は，それ
　を受領する各国が選んだ開発目標を支持するような協同形式で運用さる
　べきである。
（5）合衆国の二国間開発援助は，被援助国政府が提出する，その国の極貧
　民者の生活を直接的に改善し，その国の開発に参加する能力を改善する
　ような事業に，最高の優先度をおくべきである。
（6）合衆国が支援する経済的社会的開発計画は，最大限に実行しうる限り，
　当該開発計画における合衆国民聞資本の役割が反映されるようにすべき
　である。
（7）国務長官の政策指導下に，本編の主務機関は，すべての合衆国の開発
　関係活動を調整する責任を有すべきである。
　先の藤井氏の指摘のとおり，（1磯能別援助分類の確立と，②極貧困重点主
義の視点が表明されている。これが，前稿「（1）」の第4表にみられたアメリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
カの経済援助の内容変更をもたらした要因である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
補論3．世銀とIDAの融資の部門的構成の推移
　旧稿「基本的ニーズ戦略の意義と展望（1）Jの64ページにおいて，世銀貸
付の部門別構成の構成を，M．ウル・バクの論文から引用した。
　その後，世銀東京事務所から戴いた資料によって，この点を整理したもの
21）なお，アメリカの対外援助政策については，川口融氏の『アメリカの対外援助政
　策一その理念と政策形式一』が本年1月に発刊された。本書は戦後のアメリカ
　の対外援助政策をアメリカ国内の意志決定のサイドから統一的にまとめられた優れ
　た研究書であり，しかもその第IV部「新しい援助政策を求めて」の中には，基本的ニ
　ーズ戦略がアメリカ国内でどのように形式されてきたかが，詳細に展開されている。
　筆者は不注意にも，本稿が校正に入ったあとで本書を読んだため，本稿は川口氏
　の研究成果を生かせていない。読者がこの労作を読まれることを強く薦めたい。
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第13表　世銀およびIDAの融資の部門別構成
1968年度まで累計 1969～73年度計 1974～78年度計
世　銀 王DA 世　銀 IDA世　銀 IDA
貸付（融資）額（百万ドル） 11，246．91，788．4 8，985．2．3，931．424，372．2 7，947．2
世銀：IDA比　　　（％〉 86．313．7 69．6 30．4 75．424．6
構成比　　　　　　　（％） 100．0 100．0 1002 100．0 99．8 100．1
A．インフラストラクチュア 67．7 45．5 53．4 35．635．8 24．3
1．通　　信 1．3 4．2 5．0 6．2 2．1 2．7
2，電　　力 34．0 6．8 21．1 9．1 15．6 9．0
3，輸　　送 32．4 34．5 27．3 20．3 18．1 12．6
B．経済部門 24．2 45．4 32．4 39．2 50．5 50．6
4，工業，工業開発金融 15．8 28．0 17．6 5．9 22．3 7．8
5．農業，農村開発 8．4 17．4 14．3 32．9 27．3 42．5
6．観　　光 一 一 0．5 0．4 0．9 0．3
C．社会部門 1．0 9．0 11．3 10β 11．4 11．0
7．教　　育 0．3 7．1 5．3 6．4 4．0 4．5
8．人口・栄養 一 一 0．3 1．0 0．5 0．9
9．都市問題 一 一 0．2 0．8 2．3 3．1
10．上下水道 0．7 1．9 5．5 2．4 4．6 2．5
D，その他（含プログラム援助） 7．1 0．1 3．1 14．6 2．1 142
出典．世銀資料，年次報告書による．
が第13表である。世銀とIDAの融資額は近年急速に増加しているが，同時に
その内容も著しく変化している。例えばインフラ部門は，1969年度までの累
計では，世銀融資の67．7％を占めていたのに，近年（1974一一78年度）では35．8
％に下り，逆に，経済部門のうち，特に農業・農村開発は，同じ時期に，8．4
％から27．3％に上昇している。また社会部門は，1．0％から11．4％に急上昇し
ている。
　IDA融資の内容の変化は，　IDAの本来の性格からして，急速ではない。し
かし，変化の方向は世銀の融資と同じである。表の第4行目から1970年代に
入って，IDA融資の比重が大きくなっていることがわかる。しかし，　IDA融
資の財源は各国政府の出資金であり，現在のような主要先進国の低成長の時
代にあって，IDAが今後とも順調に伸びるかどうかは，予断を許さない。
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補論4．ILOの世界雇用計画に対する途上国の支持について
　前回「（1）」の第W節は，基本的ニーズ戦略の形成過程を，A．アメリカ政
府，B．　ILO，　C．世銀の順にほぼ並列的に叙述しているのみで，これら諸機
関のアプローチの内容上の相違を明示していない。また本稿の第V節Bの「途
上国の基本的ニーズ戦略批判」も，戦略一般に対する批判を述べているだけ
であって，諸機関の，必ずしも統一されているとはいえない，基本的ニーズ
理論の個々の定式化に対する途上国の対応，批判を識別していない。
　この点について，筆者は今秋の国際経済学会の席上，加藤壽延教授と吾郷
健二教授からILOと世銀のアプローチの相違，途上国の対応の相違にもっ
と関心を払うよう御批判を受けた。両教授の御批判に感謝しつつ，ここで筆
者なりの問題の整理を誠みたい。
　1976年のILO世界雇用会議が，先進資本主義諸国，社会主義諸国，途上
国諸国の三者の会議（Tripartite　CQnference）であったことからも推測し
うるように，途上国諸国は，この会議の決定を支持した。その後，1977年に
OECD，　DAC加盟国上級会議が一致して基本的ニーズ戦略を支持するに至
ったあと，1978～79年には，逆に途上国側が基本的ニーズ戦略に批判的にな
ったことは，既に本稿第V節Bで述べたとおりである。
　しかるに，1979年6月に開催された第65回ILO総会において，途上国諸
国の代表の出席のもとに，1976年世界雇用会議のフォロウ・アップの会議が
開催され，基本的ニーズ戦略を主旨とする世界雇用至言義の決定は再び支持さ
れている。
　いま，ILO，　Official　Bulletin，に掲載された「世界雇用会議のフォロウ・
アップに関する決議」をみてみると，決議は，
　　前　文
　1．世界雇用会議の原則宣言と行動計画の再確認
　E，ILO加盟国にたいする勧告
　　A．雇用と基本的ニーズ戦略の定式
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　　B．国際行動／NIEO
　　C．人口および移民政策
　田．ILOによる？日動
　IV．雇用政策会議（1964年，％122）の改訂
　V．新国際開発戦略にたいする提案
という項目からなっている。
　ここからも狂百則しうるとお・り，乏央言義は，
　（1）まず1976年の世界雇用会議の決定を支持し，
　（2）加盟国諸国に，国内の雇用促進と基本的ニーズ戦略の定式化・計画化を
促し，
　（3＞国際的にはNIEOの早期実現を要請し，　NIEOによって途上国の経済成
長の加速化と経済発展の進展を促す，
　（4）その主体的行動機関としてILOを活用する，
という内容をもっている。
　我々にとって確認しておくべきことは，この決議が，世界雇用会議の決定
の延長上にあること：基本的ニーズを広義に解釈し一従って，世界雇用会
議の定式のように，基礎的個人消費，基礎的公共サービスのみならず，雇用
の拡大，経済成長の加速化，大衆の参加なども含めて一各国の基本的ニー
ズ戦略と国際的なNIEOとを調和的に両立させようとしていること，これで
ある。
　それでは，ILOへの支持と世銀，　OECDのDACへの批判という途上国
諸国の対応の相違は，いかなる理由による’のであろうか。ここで考えられる
ことは，以下の二点である。
　第1に，ILOは途上国諸国を含めて，労使の調停機関であって，援助の供
与機関ではないこと，これに対して，世銀やDACは，むしろ援助供与機関
としての性格が強いこと。従って，ILOは将来のビジョンを定式化し，各加
盟国に勧告するのに止まるが，世銀やDACの場合には，基本的ニーズ戦略
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の推進即途上国援助の方向転換という，すぐれて具体的・現実的な内容をも
っていたことQ
　第2に，それと関連して，ILO決議の場合には基本的ニーズ戦略は広義に
理解されており，基本的ニーズ戦略がNIEOと補完的に捉えられているのに
対して，世銀やDACの場合には，具体的な援助額に関わるため，基本的ニ
ーズ戦略は狭く解釈されざるを得ないことである。なぜなら，NIEOを実現
するための基本的ニーズ戦略をもし先進諸国が真正面から取り上げたら，援
助額は現在の数倍に達してしまうであろうからである。
　ILOの決議においては，例えば，
　新国際経済秩序を建設する際の不十分な進展は，基本的ニーズの充足を
　　　　　　　　　　　　　　　　｛22）制約するひとつの重要な要因．である。
という具合に，両者を補完的に考えている。ただし，小ざいことではあるが，
この引用にある新国際経済秩序New　International’Economic　Orderには
不定冠詞aがついており，これには労働者側（第三世界側）から定冠詞the
をつけて読む，という脚註があることからもわかるとおり，ここで，基本的
ニーズ戦略と補完的に考えられている新国際経済秩序は，the　NIEOなのか，
aNIEOなのかという問題は依然として残るのであるが……。
　加藤二二教授は筆者に，基本的二Tズ戦略が本来個々の途上国がその国の
実情に合わせて開発プログラムにセットされるべきであるにも拘らず，国際
的開発戦略として援助プログアム化されてしまったために，先進諸国と途．ヒ
国諸国の間の国際政治力学の道具とされてしまい，　筆者のような単純な頭
脳の研究者も含めて　　NIEOと基本的ニーズ戦略を対立的に考える考え方
22）　ILO：　Official　Bulletin，　vol．　LXII，　1979　Series　A，　p．　95．
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が広まってしまったことを嘆かれた。筆者は加藤教授のこの御指摘から多く
のことを．得た。今後，再考したいと考えている。
（1980，　ll，．　30）
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